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第１章 実行計画策定の背景等 

 

１ はじめに 

  気候変動に関する政府間パネル（IPCC）1 第４次評価報告書統合報告書では、

地球気候システムの温暖化には疑う余地がなく、平均気温の上昇は、人為起源

の温室効果ガスの大気中濃度の増加によってもたらされた可能性がかなり高い

と報告されました。 

 

また、現在のまま推移した場合、温室効果ガス排出量は今後20～30年間増加

し続け、その結果引き起こされる地球気候システムへの変化は、20世紀に観測

されたものより大きくなる可能性が高いと予測されています。 

 

しかしながら同時に、温室効果ガス排出量の適切な緩和策の実施により、今

後、温室効果ガス排出量の伸びの相殺又は現在のレベル以下に排出量を削減で

きる可能性があると指摘しています。 

 

2008年７月に行われた、Ｇ８（主要８ヶ国首脳会議）洞爺湖サミットにおい

ては、2050年までに世界全体の温室効果ガスの排出量を半減させることが目標

とされました。 

 

２ 計画策定の背景 

  1997年に採択された京都議定書2 において、日本は、2008年から2012年まで

の５年間の平均的な温室効果ガスの排出量を、基準年である1990年に比較して

６％削減することを約束しました。これを受けて1999年４月に施行された、地

球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）の中で、温室効果ガ

ス排出量の抑制等のための施策を推進すべき地方自治体の責務が明確に定めら

れるとともに、京都議定書目標達成計画に即して、温室効果ガスの排出量の抑

制等のための措置に関する計画（以下「実行計画」という。）を策定するよう

定められました。  

 

こうした状況の下、長野県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」とい

う。）においても、法第21条の規定に基づいて第１期実行計画（2008年度～

2013年度）、第２期実行計画（2014年度～2018年度）を策定し、地球温暖化防

止に向けた取組を積極的に進めてきたところです。 

 

 
1 人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な

見地から包括的な評価を行うことを目的として、1988年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画

（UNEP）により設立された組織のこと。 
2 1997年12月、気候変動枠組条約の目的を達成するため、京都で開かれた第3回締約国会議(COP3)

にて採択された議定書のこと。 

http://d.hatena.ne.jp/keyword/1997%c7%af
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%be%f2%cc%f3
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%cc%dc%c5%aa
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%b5%fe%c5%d4
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%b9%f1%b2%f1
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しかし新たな動向として、2015年フランス・パリにおいて、COP21 が開催さ

れ、京都議定書以来18年ぶりの新たな法的拘束力のある国際的な合意文書とな

るパリ協定が採択されました。 

政府は、2015年に開催した地球温暖化対策推進本部において、2030年度の温

室効果ガス削減目標を、2013年度比で26.0％減（2005年度比で25.4％減）とす

る「日本の約束草案」を決定し、国連気候変動枠組条約事務局に提出しました。 

また、同年のパリ協定の採択を受け、政府は地球温暖化対策推進本部におい

て「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組方針について」を決定し、「地

球温暖化対策計画」が閣議決定されました。 

 

以上のことを受け、広域連合の第２期実行計画の計画期間が2018年３月末で

満了することも鑑み、第３期地球温暖化対策実行計画を策定することとしまし

た。 

 

３ 第２期実行計画の温室効果ガス排出実績 

 第２期実行計画期間（2014年度～2018年度）の温室効果ガス排出量（二酸化炭

素換算）は以下のとおりです。 

 

年度 
温室効果ガス排出量 

（kg-CO₂） 
2008年度比 

2014年度 21,725 ▲2.6% 

2015年度 18,607 ▲16.6% 

2016年度 20,086 ▲9.9% 

2017年度 20,391 ▲8.5% 

2018年度 19,183※₁ ▲14.0％※₁ 

※第２期実行計画では、基準年度（2008年度）の排出実績22,303㎏-CO₂と比較し

て、2018年度までに温室効果ガスの排出量を3.8%削減することを目標としてい

ます。（目標値21,455㎏-CO₂） 

 

※₁令和６年度に実績値を追記。 
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第２章 実行計画の内容 

 

１ 計画策定の目的 

  実行計画は、広域連合自らの事務・事業に関し温室効果ガスの排出量の削減

を図ることにより、地球温暖化対策を推進することを目的としています。 

  また、実行計画に定めた取組を行うことで、職員一人ひとりが地球温暖化防

止のみならず、限られた資源の有効活用にも寄与することを目指します。 

 

２ 計画の期間及び基準年度 

 

 

 

 

３ 計画の対象とする事務・事業の範囲 

  広域連合とその職員が直接実施する事務・事業が対象となります。 

また、外部への委託により実施される事務・事業で温室効果ガスの排出削減

等の措置が可能と判断されるものについて、受託業者等に対して必要な措置を

講ずるよう要請します。 

 

４ 計画の対象とする温室効果ガス 

  本計画の対象とする温室効果ガスは、下表のとおりとします。 

 

温室効果ガスの種類 広域連合での発生源 地球温暖化係数 3 

二酸化炭素（CO2） 
電気・ガスの使用 

自動車の走行 
1  

メタン（CH4） 自動車の走行 25  

一酸化二窒素（N2O） 自動車の走行 298  

ハイドロフルオロカーボン（HFC） カーエアコンの冷媒 140～11,700  

 

（注）この他に法において定められたパーフルオロカーボン（PFC）及び六ふっ

化硫黄（SF6）については、広域連合の事務・事業では排出実態の把握が困

難であるため、実行計画の対象外とします。  

 
3 温暖化係数とは CO2 を「１」とした場合の比率を数値で表したものです。 

◎計画の期間は、2019年度から2028年度までの10年間とします。 

◎基 準 年 度 は 、2013年度とします。 
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第３章 温室効果ガスの排出状況 

 

 基準年度である2013年度の広域連合の事務・事業における各温室効果ガス排出

量（二酸化炭素換算）4 等は、下表及びグラフのとおりです。 

 

 

温室効果ガスの種類 排出要因 活動量 
温室効果ガス 

排出量 

二酸化炭素（CO2） 

電 気 の 使 用 20,002kWh 10,361 

都市ガスの使用 3,459 ㎥ 7,473 

自 動 車 の 走 行 655 Ｌ 1,520 

メタン（CH4） 自動車の走行 1.53 

一酸化二窒素（N2O） 自動車の走行 65.5 

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

（HFC） 
カーエアコンの冷媒 13.0 

総 排 出 量 19,434 

 
4 実行計画の温室効果ガスは「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体の事務及

び事業に係る温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平成19年３月環境省）に基づき、

当時の排出係数等を使用して算定しています。 

温室効果ガスの排出要因温室効果ガス排出内訳

単位：kg-CO2 

CO2 

99.5％ 

電気の使用 

67.1％ 

都市ガスの使用 

23.4％ 

自動車の走行 

9.3％ 

カーエアコンの冷媒 

0.1％ 

HFC 0.1％ 

CH4 0.01％ 
N2O 

0.4％ 
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第４章 達成目標 

 

１ 温室効果ガスの排出削減目標 

  温室効果ガス削減目標について、2030年度温室効果ガス削減目標を、2013年

度比で26％減とした「日本の約束草案」に準じて、以下のとおり定めます。 

 

 

   

 

 

※削減率における比較年度は2013年度とします。 

 

温室効果ガス総排出量（CO2換算） 

基準年度 2013年度 19,434 

目 標 値 2028年度 14,381 

削 減 量 ▲5,053 

 

２ 活動項目別の削減目標 

  エネルギー別消費量削減目標について、下表のとおり定めます。 

 

エネルギー別消費量削減目標 

区 分 
2013年度 

（実績値） 

2029年度 

（目標値・削減率） 

電  力 20,002  kWh 14,801 kWh ▲26％ 

都市ガス 3,459 ㎥ 2,560 ㎥ ▲26％ 

ガソリン 655 Ｌ 485 Ｌ ▲26％ 

※目標値については、小数点第１位を四捨五入した値です。 

広域連合は、温室効果ガス総排出量を2028年度までに 

26％削減（毎年度2.97%の削減）を目指します 

単位：kg-CO2 
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３ その他の数値目標 

  温室効果ガス排出抑制に間接的に寄与する活動及び用紙類の削減に係る数値

目標を次のとおり定めます。 

 

(1) 環境物品等の調達率 

広域連合では、国等による環境品目等の調達の推進等に関する法律（以下

「グリーン購入法」という。）第４条第１項の規定に基づき、広域連合で購

入する物品等の選択に当たっては、適正な価格・機能・品質の確保を考慮し

つつも、環境への負荷の低い商品（以下「環境物品等」という。）の調達に

努めます。 

その目標として、調達する物品等すべてのうちグリーン購入法に適合する

環境物品等の調達率を購入価格ベースで下表のとおり定めます。 

 

年 度 調 達 率 

2019年度から 

2028年度まで毎年 
90％ 

 

(2) コピー用紙の削減目標 

広域連合に設置するコピー機等による印刷枚数の削減目標を下表のとおり

定めます。 

 

基準とする枚数 

（2008年度～2013年度 

平均実績枚数） 

目標枚数 

（2028年度） 
毎年削減率 

390,770 289,170 ▲2.97% 

※削減率における、比較数値は2008年度～2013年度の平均実績枚数とします。 
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第５章 具体的取組項目 

 

 広域連合では温室効果ガスの排出抑制及び環境保全に資するため、以下のとお

り具体的な取組を実践します。 

 

１ 電気使用量削減への取組 

項 目 具体的な取組 

照明の適正管理 

・会議室、更衣室等の不要な箇所の照明を消灯する 

・始業前時、昼休み時、残業時の不要な箇所の照明を 

消灯する 

ＯＡ機器の節電管理 

・不要なＯＡ機器等の電源を切る 

・コピー機等の節電機能を使用する 

・離席時にパソコンの電源を切る 

・パソコンの省電力機能を使用する 

その他取組 

・毎週水曜日及び金曜日のノー残業デーを徹底する 

・使用していない電化製品の電源プラグをコンセント 

からこまめに抜く 

・事務効率の向上を図り、定時退庁に努める 

 

２ 燃料使用量削減への取組 

項 目 具体的な取組 

公用車の適正使用 

・近距離へは公用車を使用せず、徒歩、自転車等を使

用する 

・公用車の定期的な点検整備に努める 

・走行ルートの合理化、相乗り、交通情報の活用等効率

的な使用を図る 

エコドライブの実践 

・不要な荷物は積載しない 

・急発進、急加速、空ふかしをしない 

・不要な減速・加速を避け、等速走行を心がける 

・不要な車線変更をしない 

・制限速度を遵守する 

冷暖房機器の適正管

理 

・クールビズ及びウォームビズを実践する 

・冷房時は室温が概ね28℃、暖房時は室温が概ね19℃と

なるよう、空調を設定する。 

・フィルター掃除をこまめに行う 



 

8 

 

３ 環境保全に対する取組 

項 目 具体的な取組 

廃棄物の減量及び 

リサイクルの推進 

・使い捨て商品の使用及び購入を抑制する 

・使用済み封筒、ダンボール類の再利用を徹底する 

・使用済み紙類の分別によるリサイクルを徹底する 

・空き缶、空き瓶、ペットボトルのリサイクルを徹底す

る 

環境物品等の購入 

・製造、流通、消費の過程において環境への負担に配慮

した商品を選択する 

・グリーン購入及びエコ商品等の購入を推進する 

・コピー用紙及び印刷用紙等は、古紙配合率70％以上、

白色度70％程度以下の再生紙とする 

・購入物品の古紙配合率をできる限り高める 

用紙類使用の削減 

・両面印刷・両面コピーを徹底する 

・資料等を印刷する場合は、複数ページを１枚にまと

めて印刷するように努める 

・文書及び資料の共有化に努め、個人の保有する文書及

び資料の軽量化を図る 

・資料等の印刷部数は余剰とならないようにする 

・ＦＡＸ送信票はできる限り省略する 

・庁内ＬＡＮ及び電子メール等をできる限り利用し、ペ

ーパーレス化を図る 

・電子化された文書は極力印刷しない 

資源の節約 

・水道水及びトイレの節水に心がける 

・マイ箸・マイコップ使用を奨励する 

・徒歩、自転車及び公共交通機関による通勤に努める 

・事務所キャビネット及び事務用机等の整理整頓に努め

る 
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（実行計画の推進体制） 

第６章 実行計画の推進と実施状況の点検・評価 

 

１ 推進体制 

  実行計画を効率的に実施・運用するため、広域連合内に長野県後期高齢者医

療広域連合地球温暖化対策実行計画推進委員会（以下「推進委員会」という。）

を設置します。 

推進委員会の委員（以下「推進委員」という。）及び事務局は、推進委員会

の決定に基づき、実行計画に定める取組項目等を各所属において積極的に実践

するとともに、職員に対して周知・徹底をします。 

職員は自ら行う事務・事業の実施において、実行計画の意義と目的を認識し、

実践します。 

 

 

 

２ 点検・評価・見直し 

  推進委員会は、前年度の温室効果ガス排出量等の実績及び具体的取組項目の

実施状況を点検し、これを評価します。 

また、点検・評価の結果及び広域連合の事務・事業の動向並びに技術の進歩

等を踏まえ、必要に応じて取組項目等の見直しを行います。 

なお、本計画は10年間の長期計画となるため、情勢の変化や本計画の達成度

等を考慮し、５年経過後（2024年度）に計画の見直しを実施することとします。 

 

 

 

 

実績報告 

・報告 

・取組の徹底 

・点検 

・研修、啓発等 

実施計画及び 

点検結果の公表 

 

 

 

推進委員会 

 

 

 

全 職 員 

 

 

・取組の実践 

 

広 域 連 合 

事務局 

（総務課） 

推進委員 
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３ 研修・啓発 

  推進委員会は、実行計画の目標達成のため及び運用を円滑なものとするため

に、広域連合に属する職員に対して年１回の研修及び庁内掲示版を使用しての

啓発を行います。 

  また、実行計画の点検結果を踏まえた上で、今後の改善点についても適宜、

周知・徹底していきます。 

 

４ 公表 

  推進委員会は、実行計画並びに温室効果ガス排出量等の実績及び取組状況等

をホームページ等により公表します。 


